
調査研究委員会設置運営要綱 

制  定 昭和５３年 ６月 １日 評価センター要綱第１号 

一部改正 昭和５６年 ４月 １日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成 ２年 ３月２６日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成 ９年 ４月 １日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成１２年 ４月 １日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成１３年 ４月 １日 評価センター要綱第１号 

全部改正 平成１５年 ３月２８日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成１７年 ４月 １日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成１９年 ５月１１日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成２３年 ６月２４日 評価センター要綱第１号 

一部改正 平成２５年１２月１９日 評価センター要綱第３号 

一部改正 令和 ３年 ３月３０日 評価センター要綱第１号 

一部改正 令和 ５年 ６月１２日 評価センター要綱第１号 

一部改正 令和 ７年 ３月２６日 評価センター要綱第３号 

（趣旨） 

第１ 一般財団法人資産評価システム研究センター（以下「センター」という。）の調査研究委

員会の設置及び運営については、この要綱の定めるところによる。 

（調査研究委員会の設置） 

第２ センターに固定資産税等に関する調査研究委員会を置く。 

（調査研究委員会の構成） 

第３ 調査研究委員会は、それぞれ委員及び専門員をもって構成する。 

２ 調査研究委員会に、それぞれ委員長を置く。 

３ 調査研究委員会に、それぞれ副委員長を置くことができる。 

（委員等の委嘱） 

第４ 委員及び専門員は、理事長が委嘱する。 

２ 調査研究委員会の委員長は、理事長が指名した委員をもって充てる。 

３ 調査研究委員会の委員長は、会務（第６に係るものを除く。）を総理する。 

４ 調査研究委員会の副委員長は、委員長が指名した委員をもって充てる。 

５ 調査研究委員会の副委員長は、必要に応じて委員長の職務を代理する。 

（委員等の委嘱期間） 

第５ 委員及び専門員の委嘱期間は、１年とする。 

（部会又は小委員会） 

第６ 調査研究委員会には、必要に応じ部会又は小委員会を置くことができる。 

２ 部会又は小委員会に属する委員及び専門員は、調査研究委員会の委員長が指名する。 

資料２



３ 部会又は小委員会に、部会長又は小委員長を置く。 

４ 部会長又は小委員長は、部会又は小委員会に属する委員のうちから調査研究委員会の委員

長が指名する。 

５ 部会長又は小委員長は、部会又は小委員会の会務を総理する。 

（参考人の出席） 

第７ 調査研究委員会の委員長、部会長及び小委員長は、委員会、部会及び小委員会で参考人か

ら意見を聴取することができる。 

（庶務） 

第８ 調査研究委員会の庶務は、センター事務局において、処理する。 

（会議の開示） 

第９ 調査研究委員会の会議は非公開とするが、会議終了後に配付資料を公表するとともに、

議事要旨を作成し、公表することとする。ただし、理事長が必要と認めるときは非公表とす

ることができる。 

（雑則） 

第１０ この要綱に定めるものを除くほか、調査研究委員会、部会及び小委員会の運営に関し

必要な事項は、委員長が調査研究委員会に諮って定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年５月１１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年６月２７日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和 ３年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和 ５年６月１２日から実施する。 

  附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 

 




